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POINT 1

通信インフラのパラダイムシフト

人と人とのコミュニケーションツールと
しての役割を担っていた通信は、そこに
あることが当たり前という空気のような
存在となり、デジタル社会に浸透して
いく。通信インフラは単なるインフラか
ら生命や暮らしを守るライフラインへ
と変貌する。

POINT 2

すでにはじまっている業界の地殻 
変動

垂直統合から水平分業、中央集権型
から自律分散協調型へ潮流はすでに
生まれている。通信事業者がアセット
ビジネスを捨てて追い求める姿は何か。

POINT 3

通信が奪回する日本のグローバル
競争力

通信が起点となり、日本発のイノベー
ションが生まれる環境が醸成されるこ
とで、日本がグローバル競争力を取り
戻す流れができる。そのためには、行政
の強いリーダーシップが重要となる。
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内外の情勢変化とデジタル化に伴い、通信インフラの役割が単
なるコミュニケーションツールから生活の維持に必須のライフライ

ンに変わってきています。進展するデジタル社会において、通信インフラの
重要性が年々高まりを見せるなか、他方では社会の変化や新しいテクノロ
ジーの出現とともに、業界構造も垂直統合から水平分業へ、中央集権型
から自律分散協調型へと大きく変化しようとしています。この変化をチャン
スととらえて、既存プレイヤーと新規プレイヤーが柔軟かつ大胆に変革を
進めていくこと、および行政が規制改革などを強力に推し進めて民間企業
の変革の後押しをしていくことで、日本発のイノベーションが生まれ、日本
の国際競争力を取り戻す流れができるのではないでしょうか。
本稿では、通信インフラを取り巻く情勢の移り変わりを整理し、その大き
な変化が日本の競争力回復の契機たり得る理由を解説します。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあ
らかじめお断りいたします。

国

石原 剛
Takeshi Ishihara



© 2022 KPMG Consulting Co., Ltd., a company established under the Japan Companies Act and a member firm of the KPMG global organization of independent 
member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved. KPMG Insight Vol.56    2

Ⅰ

通信インフラのパラダイム 
シフト

パンデミックや紛争など昨今の世界情
勢の変化により、グローバルで持続可能
な社会への変換が求められています。日本
でも2021年10月に発足した岸田内閣が、
新自由主義から新しい資本主義への変換
を目指す方針を打ち出しました。市場を
効率や経済合理性に任せすぎたために拡
大した格差や貧困、持続可能な経済社
会の維持が危ぶまれてきたことを背景に、
政府のリーダーシップの下、経済を健全
化し成長と分配の好循環を実現するため
に掲げられたのが新しい資本主義です。
その成長戦略では、「デジタル」「気候変

動」「経済安全保障」「科学技術・イノベー
ション」などの社会課題の解決や、これま
で日本の弱みとされてきた分野に官民の
投資を集め、成長のエンジンへと転換し
ていくということが語られています1。成長
戦略の中核には 「デジタル田園都市国家
構想」という看板政策が掲げられ、その基
盤となる 「デジタル田園都市国家インフラ
整備計画」も、2022年3月29日に総務省
から公表されています。計画には、光ファ
イバー、5G、データセンター／海底ケーブ
ル等の通信インフラの整備計画が示され
ており、通信インフラは、今後の日本の成
長には欠かせない重要なインフラとして位
置付けられています。
これまで通信インフラは、主に人と人と

のコミュニケーションのために使われてき
ましたが、今日のデジタル社会においては、
生活に必要なさまざまなサービスと結び
付いています。たとえば、最近普及してきた
QRコードなどのキャッシュレス決済サー
ビスは、通信インフラが整っていることを
前提としたサービスです。そのため、ひと
たび通信インフラが使えなくなると、人と
人とが通話できなくなるだけではなく、タク
シーなどのモビリティサービスの利用やコ
ンビニでの買い物にも不便が生じてしまい
ます。デジタルの社会浸透とともに、通信

インフラのパラダイムシフトが起こり、従
来の人と人とのコミュニケーションツール
からデジタル社会全体を支えるためのエッ
センシャルな社会基盤に変化しました。
今日の通信インフラには、まるで空気のよ
うに、そこに通信インフラが存在すること
を意識させずに、誰でも使える、いつでも
使える、どこでも使える、継続的に使える
ことが求められています。

1. 誰でも使える

これまで、大容量ファイルのダウンロー
ドや高画質映像のストリーミングを行う
には、通信費用がかかるためWi-Fiに切り
替えるといったことをユーザーが意識する
必要がありました。しかし、今後誰でも使
うことができるようにするには、通信サービ
スが安価に提供される必要があります。
そのため、設備投資やオペレーションコス
トが足かせとなり、サービスが高額となる
ことは許されません。これまで通信インフ
ラは、垂直統合で各通信事業者が単独
で整備をしてきましたが、今後は、1社で完
結するのではなく、競合を含めた他のプレ
イヤーとの連携が必要となってくるでしょ
う。既存の通信事業者は自社のアセット
ポートフォリオを見直し、どの領域を残
し投資を続け、どの領域は他社との連携
を進めていくのか、選択と集中が求められ 

ます。

2. いつでも使える

これからの通信は平時だけでなく、自然
災害や紛争などが発生した有事の際に
も、アクセス集中やサービス停止を起こ
すことなく使える必要があります。特に、今
後は自動運転や遠隔手術などミッション
クリティカルな用途にも利用が拡大して
いくことが期待されています。これまでのベ
ストエフォート型のサービスから転換し、
SLA（Service Level Agreement）によって
サービスレベルをコミットできるものであ
る必要が出てきます。有事におけるサービ

ス停止の回避や、ミッションクリティカル
での利用を担保するには、ネットワークの
冗長構成が必要となります。しかし、費用
対効果を鑑みると事業者1社の1つの通
信テクノロジーでそれを実現することは現
実的でないため、複数の事業者、複数の
テクノロジーの連携が必要になってくるで 

しょう。

3. どこでも使える

これまでの通信サービスの主な用途は
人と人とのコミュニケーションであったた
め、人口カバー率をKPIとしてサービスエ
リアを拡大していけばよしとしていました。
しかし、今後は、IoTデバイスなど、人がい
ないところでも通信できる必要があります。
さらにIoTデバイスが存在する場所は地上
だけに限らず、海、空、宇宙まで拡大してい
くでしょう。ネットワークも地上に敷設し
た光ファイバーや無線基地局だけでなく、
HAPS （High Altitude Platform Station）や
衛星を活用したものが検討されています。
これらの複数の通信テクノロジーが連携
し、地球上のどことでもシームレスにつな
がる世界が期待されます。

4. 継続的に使える

総務省が定期的に発行している「我が
国のインターネットにおけるトラヒックの
集計結果」の最新情報 （2021年11月分）2 

によると、固定通信トラヒックと移動通信
トラヒックの総ダウンロードトラヒックは
ともに前年同月比約20%の増加を示して
います。通信トラヒックの増加とともに消
費電力も増加していますが、世界的に脱
炭素社会を目指している中においては、通
信業界も炭素排出量の削減に貢献してい
く必要があります。通信設備の電力源の
化石エネルギーから再生可能エネルギー
への変換に加えて、徹底した省電力化が
必要となります。エネルギーだけでなくデー
タの地産地消による無駄な通信トラヒッ
クの削減やAI、MLによる電力効率の良い
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通信システムの開発など、包括的なアプ
ローチが必要となります。

Ⅱ

通信インフラの将来像と 
潮流変化の兆し

1. 垂直統合型から水平分業型へ

従来の通信サービスは垂直統合型の
事業を展開しています。たとえば、モバイル
通信事業会社は、自社で土地を調達して
鉄塔を立てて基地局を整備し、データセ
ンターを建設してコアネットワークを収容
しています。これは、通信事業がアセットビ
ジネスであり、設備を保有し通信エリアを
確保することで競争優位性を維持してきた
という経緯があるからです。しかし、時代の
変化とともに価値の源泉は、通信設備か
らサービスに移ってきています。すなわち、
通信エリアを構築することは当たり前の
品質となり、KBF （Key Buying Factor）では
なくなりつつあります。さらに、5G、Beyond 

5Gでは、使用電波の高周波数化によって
基地局のカバーエリアが狭くなること、お

よび人がいない場所もエリア化をしてい
く必要があることから、従来よりも多くの
基地局が必要とされ、通信事業者1社で
すべての設備を保有し事業を展開するこ
とが難しくなってきています。加えて、通信
の役割が変化し、単なる通信インフラか
らライフラインとなり、これまでのベストエ
フォート型の通信サービスからサービス
レベルへのコミットが求められるようになり
ます。その実現には、ネットワークの冗長
構成が必須ですが、費用対効果を考える
と１社で完結することは困難であり、他社
との連携を考えないと成り行かないのは自
明です。
このような背景の下、通信業界における

垂直統合から水平分業への移行はすでに
はじまっています。中でも、基地局のイン
フラシェアリングの普及はその代表事例
と言えます。通信事業者による、インフラ
シェアリング事業者への鉄塔の売却や、
通信事業者同士によるJVの設立による基
地局のインフラシェアリングが進んでいま
す。基地局のインフラシェアリングは、日
本では今後拡大していくことが予想されて
いる段階ですが、海外では3G／4Gの時代

から散見されていた取組みです。そうした
海外における通信業界の水平分業への移
行に関して、地殻変動とも言える挙動が
出てきており業界に衝撃を与えています。
それは、通信事業のまさに中核とも言える
コアネットワークを、設備ごとOTT （Over 

The Top）サービスの企業に売却するとい
う動きです。OTTは自身が保有するパブ
リッククラウド上に通信事業者から買収
した通信機能を実装してSaaSとして提供
します。それにより、通信事業者がSaaSを
OTTから購入するモデルが実現しようとし
ています。しかも、新興のTier-2、Tier-3通
信事業者ではなく、欧米のTier-1企業が保
有するアセットを売却する方針へ舵を切っ
たということで、業界に与えたインパクトは
大きいと言えます。さらに、OTTが通信機
能をクラウドでSaaS化する動きはコアネッ
トワークにとどまらず、RAN （Radio Access 

Network）まで拡張しており、インフラシェ
アリング事業にOTTが参入する可能性さ
え出てきています。（図表1参照）

出所：KPMG作成

図表1 垂直統合から水平分業へのイメージ
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2. 中央集権型から自律分散協調型へ

垂直統合型から水平分業型への流れ
に加えてもう1つの大きな潮流が、中央集
権型から自律分散協調型への流れです。
この潮流を作っている背景は2つあります。 
1つは、エッジコンピューティングの浸透
で、もう1つはWeb 3.0に代表されるブロッ
クチェーンとNFT （Non-Fungible Token）
の浸透です。
エッジコンピューティングに関しては、

OTTプレイヤーも参入してエッジにおける
分散コンピューティングが環境が整いつ
つあるなか、昨年から今年にかけて、ようや
く日本でも5GのSA （Stand Alone）サービ
スがスタートしています。SAサービスによ
り、低遅延・高信頼のサービスを可能とす
るエッジコンピューティングの利点を最大
限活用するために必要とされるネットワー
クスライシングが機能として使えるようにな
りました。そのため、今後エッジコンピュー
ティングによる自律分散協調型への移行
が急速に拡大していく可能性があります。

Web 3.0に関しては、Web2.0における
セキュリティや個人情報の管理上の課題
解決が期待されます。また、データの地
産地消という観点、すなわち、ユーザーに
近いところでデータ処理を行うエッジコン
ピューティングとの親和性も高いことから、
相乗効果による浸透の加速も期待できま
す。（図表2参照）

Ⅲ

通信インフラの将来像の 
実現に向けてステーク 
ホルダーが今やるべきこと

1. ステークホルダー構成の変化

通信インフラのアーキテクチャやスキー
ムがアップデートされても、通信インフラ
を提供するプレイヤーと利用するプレイ
ヤーがいることは変わりません。しかし、ス
キームが変わることにより、それぞれのプレ
イヤーの顔ぶれは大きく変化する可能性
があります。つまり、既存の中核プレイヤー

でも、その変化に合わせて、自らを変革、
アジャストしていかないと市場から淘汰さ
れてしまうリスクがあるということです。特
に、昨今の動向から、欧米のOTT企業が
日本企業にとって脅威となる可能性があり
ます。
また、デジタルの早急な社会実装のた

めには、従来の市場原理に任せた新自由
主義的なアプローチは適しません。行政
がリーダーシップを取り、積極的に触媒
の役割を果たして、通信インフラの需要
と供給のマッチングを強力に促進してい
く必要があります。次項では、需要側と供
給側の視点、および需要と供給をマッチ
ングするための触媒としての行政側の視点
で、今後どのような変化が起こり得るのか
考察してみたいと思います。

（1） 需要視点
ネットワークが中央集権型から自律分

散協調型になることにより、需要と供給
の垣根が曖昧になります。中央集権型で
は、中央が供給側、地方が需要側と役

出所：KPMG作成

図表2 中央集権型から自律分散協調型へのイメージ
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割が明確になっていましたが、自律分散協
調型では、ネットワークの対称性が高く
なり、簡単に需要者が供給側になること
ができます。SNSの普及により、これまで
需要側であったユーザーが、UGC （User 

Generated Contents）を制作して発信し
広告収入を得たり、フリーマーケットプラッ
トフォームを活用して物品を販売したりす
ることもその一例と言えます。

（2） 供給視点
垂直統合型から水平分業型への移行

によって欧米の市場にOTTが参入してき
たように、自律分散協調型の普及により
需要側からも参入してくる可能性があり、
供給側は競争環境が激化するとみられま
す。そのため、既存プレイヤーは付加価値
が高く、自社に競争力のある事業領域へ
の集中と選択が必要となってくるでしょう。
新しく創出される市場としては、自律分散
協調型のネットワークを支える水平統合
型のプラットフォームが有望です。たとえ
ば、アクセスポイント （HW）を無償で配布
して、アクセスポイント間を連携・協調す
るための機能をサブスクモデルで提供し
たり、5GやWiFIに加えて、低軌道衛星や
HAPSなどさまざまな回線をつなぎ合わせ
て、ミッションクリティカルな事業向けに
地球規模のネットワークをアグリゲートす
るサービスを提供したりするプラットフォー
マーとしての役割などが考えられます。

（3） 触媒視点
現在、格差の拡大に加えて、紛争や米

中対立の影響を受け、グローバルの市場
原理に任せて進めてきた新自由主義の見
直しが、経済安全保障という観点からも
行われています。そのような背景もあり、国
家戦略をもって5G／Beyond 5Gの社会
実装を推進していくことが議論されるよう
になってきています。経済安全保障を考え
ると、国内企業が優位に戦える環境が必
要ですが、単に既存国内プレイヤーを保
護する政策では十分でなく、国内企業が
国際競争力を付けていくための工夫が求

められます。経済安全保障を考慮しつつ、
国内発のイノベーションの創発を阻害し
かねない既存のルールの見直しが必要で
はないでしょうか。
たとえば、無線局免許制度が考えられ

ます。類例を挙げますと、自動運転車の
運転免許は、自動運転レベル4以上は運
転する人の免許が不要になるという議論
があります。自動車は人間がコントロール
して安全を担保していましたが、技術イノ
ベーションにより、人間が介在せずに安全
が担保できるようになるということで見直し
が検討されています。現在の無線局免許
も電波の放射特性が静的であり、免許人
により電波の放射が制御されることが前
提の免許制度と言えます。しかし、アクティ
ブアンテナによる動的な制御が可能とな
り、さらにイノベーションによりAIやMLを
活用して他の無線局との自動制御による
混信回避が担保されるようになってくれば、
自動運転車を保有する人の免許がいらな
くなるのと同様に無線局を保有する人の
免許も不要になるのではないでしょうか。
もし、無線局免許制度を刷新し誰でも

自由に5GやBeyond 5Gの無線局を設置
できるようになれば、無線設備を多くの人
でシェアすることが可能となり、国内に5G

やBeyond 5Gが使える環境が整備されま
す。環境が整うことにより、さらなる国内
発の新しいイノベーションが誕生する可
能性も広がるでしょう。

Ⅳ

まとめ

国内外の情勢変化に伴う、通信インフ
ラのパラダイムシフトと将来像について概
況を整理しました。進展するデジタル社会
において、通信インフラの重要性が年々高
まっているなかで、社会の変化や新しいテ
クノロジーの出現とともに、業界構造も垂
直統合から水平分業へ、中央集権型から
自律分散協調型へと大きく変化しようとし
ています。この変化をチャンスととらえて既
存プレイヤーと新規プレイヤーが柔軟か

つ大胆に変革を進めていくこと、および行
政が規制改革などを強力に推し進めて民
間企業の変革の後押しをすることで、日本
発のイノベーションが生まれ、ひいては日
本のグローバル競争力を取り戻す流れが
できることを期待したいです。

1  政府広報オンライン「新しい資本主義
の実現に向けて」 
https://www.gov-online.go.jp/tokusyu/

newcapitalism/

2  総務省「我が国のインターネットにおけ
るトラフィックの集計・試算」 
https://www.soumu.go.jp/menu_

news/s-news/01kiban04_02000189.

html

関連情報

ウェブサイトでは、インダストリー関連の情報を紹
介しています。

https://home.kpmg/jp/ja/home/industries/
technology-media-telecommunications.
html

本稿に関するご質問等は、 
以下の担当者までお願いいたします。

テクノロジー・メディア・通信セクター

 Sector-Japan@jp.kpmg.com
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